





















































































































































































































































西　暦 時代背景 施設数 子ども数
1942（昭和17）年 戦争中 117 9200
1945（昭和20）年 終戦時 86 5600
1948（昭和23）年 児福法施行時 267 11091


































































































条文であった(26)。ここで注目すべき箇所は最後の the State と public









No public money or property shall be appropriated for the use, beneﬁt or support of
any system of religion, or religious institution or association, or for any charitable,
educational or benevolent purposes not under the control of the State.
日本国憲法第89条（英文）
No public money or other property shall be expended or appropriated for the use,
beneﬁt or maintenance of any religious institution or association, or for any



























































































中 学 校 5.9％
小 学 校 0.9％






































































































































指導があった 指導はなかった 無回答 計
全　　体
48 191 16 255
(20.0％) (73.4％) (6.6％) (100％)
カトリック
8 89 5 102
( 7.8％) (87.3％) (4.9％) (100％)
プロテスタント
40 102 11 153





















定款を変更した 変更なし 無回答 計
9 36 3 48
1979年以前 1980～89年 1990年以降 無回答 計
７ ９ 30 ２ 48
行政庁に理解を求めた 文書指導を求めた 放置した 他団体に相談 その他









































































































































































































































憲法の誕生３－６）「A New Constitution must be enacted in 10 years.」
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の要があると思っていたと考えられる。
またマッカーサーも1946年２月３日にＧＨＱ内で「憲法制定会議」を
発足させた直後に「武力（アメリカ軍）が除かれて，日本国民が自分の
考えで行動するようになった時は，受諾するよう強制された理念の（か
らの）独立を主張し，保持すると云うこと……も確実だと信ずる。」(46)
と述べており，マッカーサーも将来，憲法が改正されることを予想し
ているのである。
憲法学者，宮沢俊義は「私立学校に対しても，私的社会事業に対して
も，公金の支出のなされていることは疑問である」とい言いながらも，
「現実に合わない本条文そのものが，実情に適する規定ではない」と言い
切っている。(47)
憲法公布後，常に憲法改正論議が出されてはいるが，それはもっぱら
憲法９条の戦争放棄の部分であった。しかし，これよりも89条の「慈善」
という表現を「社会事業」に変更する改正が急務であると考える。
なお，20条の澆に「国…は，…いかなる宗教活動もしてはならない」
との条文があり，これには「宗教に対する公金の支出の禁止」も含まれ
ていると考えられるので，89条は必ずしも必要ではない条文であると考
えている。
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